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令和７年４月25日（金曜日） 

───────────────────── 

   午前10時０分開会 

──────────────── 

審査・調査事項           

○福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査  

──────────────── 

出席委員（７人） 

  委 員 長   重 松 幸次郎 

  副 委 員 長   黒 岩 保 雄 

  委      員   濵 砂   守 

  委      員   日 髙 陽 一 

  委      員   山 下   寿 

  委      員   渡 辺 正 剛 

  委      員   図 師 博 規 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

──────────────── 

説明のため出席した者 

 病院局 

  病 院 局 長   𠮷 村 久 人 

  病 院 局 医 監 兼 
             嶋 本 富 博 
  県立宮崎病院長 

  病 院 局 次 長 兼 
             高 妻 克 明 
  経 営 管 理 課 長 

  県立宮崎病院事務局長   佐々木 史 郎 

  県立日南病院長   原   誠一郎 

  県立日南病院事務局長   湯 地 正 仁 

  県立延岡病院長   山 口 哲 朗 

  県立延岡病院事務局長   牛ノ濱 和 秀 

 

 福祉保健部 

  福 祉 保 健 部 長   小 牧 直 裕 

  福祉保健部次長  
             市 成 典 文 
  （ 福 祉 担 当 ） 

  福祉保健部次長 
             吉 田 秀 樹 
  （保健･医療担当） 

  こども政策局長   壱 岐 さおり 

  衛 生 技 監   椎 葉 茂 樹 

  福 祉 保 健 課 長   北 薗 武 彦 

  指導監査・援護課長   佐 多 能 成 

  医 療 政 策 課 長   早 川 俊 一 

  国民健康保険課長   上 田 浩 司 

  長 寿 介 護 課 長   井 上 裕 二 

  医 療 ・ 介 護 
              元 信 孝 
  連 携 推 進 室 長 

  障がい福祉課長   隈 元 淳 二 

  衛 生 管 理 課 長   下 村 高 司 

  健 康 増 進 課 長   德 山 美 和 

  薬務感染症対策課長   蛯 原 夕起子 

  薬 務 対 策 室 長   安 藤 ゆかり 

  こども政策課長   増 田 光 宏 

  こども家庭課長   渡 辺 智 裕 

──────────────── 

事務局職員出席者 

  議事課主任主事   増 村 竜 史 

  議事課主任主事   青 野 奈 月 

───────────────────── 

○重松委員長  ただいまから、厚生常任委員会

を開会いたします。 

 まず委員席の決定についてでありますが、現

在お座りの席のとおりで決定してよろしいでし

ょうか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○重松委員長  それでは、そのように決定いた

します。 

 次に、本日の委員会の日程についてでありま

す。お手元に配付いたしました日程案のとおり

でよろしいでしょうか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○重松委員長  それでは、そのように決定いた
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します。 

 次に、委員会の運営方法についてであります

が、執行部入替えの際は委員長会議確認事項の

とおり、10分程度の休憩を設けることに御異議

ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○重松委員長  それでは、そのように決定いた

します。 

 執行部入室のため、暫時休憩いたします。 

   午前10時０分休憩 

───────────────────── 

   午前10時２分再開 

○重松委員長  委員会を再開いたします。 

 先般の臨時会におきまして、私ども７名が厚

生常任委員会委員となったところでございます。 

 私はこのたび委員長に選任されました、宮崎

市選出の重松幸次郎でございます。一言御挨拶

を申し上げます。 

 一昨年の厚生常任委員会でも委員長を拝命し

ておりまして、約２年ぶりに委員長の大役を仰

せつかりました。どうぞよろしくお願い申し上

げます。 

当時の病院局の議案としては、県立病院の存

続、運営のため、また、県民への高度な医療を

確保し、それを提供することはかなり重要だと

いうことで意思統一ができまして、病院局にお

かれましては、今も努力をされて、経営の改善

をされていらっしゃると思います。 

この１年間、県民の命、暮らし、健康を守る

ためにしっかりと調査し、議論させていただき

たいと思いますので、執行部の皆さん、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 次に、委員を紹介いたします。 

 まず、私の隣が日南市選出の黒岩副委員長で

ございます。 

向かって左側ですが、西都市・西米良村選出

の濵砂委員でございます。 

東諸県郡選出の渡辺委員でございます。 

宮崎市選出の日髙委員でございます。 

続きまして、向かって右側ですが、児湯郡選

出の山下委員でございます。 

同じく児湯郡選出の図師委員でございます。 

次に、書記の紹介をいたします。 

 正書記の増村主任主事でございます。 

 副書記の青野主任主事でございます。 

 次に、局長の御挨拶、幹部職員の紹介並びに

所管業務の概要説明をお願いいたします。 

○𠮷村病院局長  病院局では、経営改善に向け

て昨年度に借り入れた50億円を生かすとともに、

外部コンサルタントを活用した診療報酬制度へ

の適切な対応や日南病院の病棟再編、医薬品や

診療材料の費用削減などに取り組んでまいりま

した。その結果、令和６年度の決算では、令和

５年度と比較しまして、入院収益・外来収益が

増加するなど、経営改善に一定の効果は見られ

るところであります。 

 しかしながら、現在の診療報酬においては物

価や人件費の高騰に全く対応することができず、

公立病院の経営が全国的に大変厳しい状況とな

っているところであります。厳しい経営環境に

ありましても、民間医療資源の乏しい地方にお

きましては、救急、周産期などの不採算医療、

がん、脳卒中、心筋梗塞などの政策医療を担っ

て、高度で良質な医療を１日も欠かさず、安定

的に県民に届けていくことが、県立病院の使命

であると認識しております。 

 今後とも、より一層の経営健全化に取り組ん

でまいりますので、委員の皆様方には御指導の

ほど、よろしくお願いいたします。 

 資料の説明に入ります前に、１点御報告がご



令和７年４月 25 日(金) 

 - 3 -

ざいます。今月11日から、県立宮崎病院の敷地

への入口につきまして、西側の国道269号線側に

変更しまして、平面駐車場の一部供用を開始い

たしました。本日までの間、大きな混乱は見受

けられません。今後とも予約状況等を見ながら、

必要がある場合には屋外駐車場の利用を呼びか

けるなど運用を工夫するとともに、安全に細心

の注意を払いまして、引き続き、今年夏頃のグ

ランドオープンに向けまして、整備を進めてま

いります。 

 それでは、厚生常任委員会資料の４ページに

より、病院局の幹部職員を御紹介いたします。 

 まず、表の上のほうでございますけれども、

病院局医監の嶋本富博でございます。 

 次に、次長の高妻克明でございます。 

 表の中段、経営管理課を飛ばしまして、各県

立病院の幹部職員でございます。 

 県立宮崎病院長は、嶋本病院局医監が兼務い

たします。 

 県立日南病院長の原誠一郎でございます。 

 県立延岡病院長の山口哲朗でございます。 

 表の右側でございますが、県立宮崎病院事務

局長の佐々木史郎でございます。 

 県立日南病院事務局長の湯地正仁でございま

す。 

 県立延岡病院事務局長の牛ノ濱和秀でござい

ます。 

 表の中段に戻っていただきまして、経営管理

課でございます。 

 経営管理課長は、高妻次長が兼務いたします。 

 次に、表の右側でございますが、経営管理課

総括課長補佐の曳田博海でございます。 

 経営・財務担当課長補佐で、今年度議会を担

当いたします、黒木公俊でございます。 

 施設・設備担当課長補佐の冨田伸介でござい

ます。 

 それでは、５ページを御覧ください。 

 病院局は、本庁の経営管理課、県立宮崎病院、

県立日南病院及び県立延岡病院の１課３県立病

院で構成しております。 

 ６ページを御覧ください。 

 経営管理課は、３県立病院の総合的な企画、

予算・決算、運営等の全般につきまして所管し

ております。 

 ７ページを御覧ください。 

 各県立病院の概況についてであります。各県

立病院の病床数、診療科目などについて、７～

８ページにかけてまとめております。 

 また、９ページ以降の、令和７年度宮崎県立

病院事業会計予算の概要につきましては、次長

から説明いたしますので、よろしくお願い申し

上げます。 

○高妻病院局次長  資料の９ページを御覧くだ

さい。 

令和７年度宮崎県立病院事業会計予算の概要

についてです。 

 （１）予算の概要です。令和７年度は物価高

騰などに対応するため、「宮崎県病院事業経営

計画2021」に基づきまして経営改革を加速する

とともに、救急医療や高度・急性期医療など、

県民に高度で良質な医療を安定的に提供するた

めの予算としています。 

 （２）予算のポイントです。①の予算の規

模──収益的支出と資本的支出の合計額は555億

8,000万円余で、前年度から11億8,000万円余減

少しています。②は、主な新規・重点事業でご

ざいます。３点ほどありますが、後ほど詳しく

説明させていただきます。 

 （３）業務の予定量です。①の許可病床数は、

合計1,193床としています。これは当初予算議案
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の提出時点の数字でございまして、３月末に、

国に対して日南病院の許可病床数の削減を届け

出ましたので、52床削減しております。現在は、

1,141床となります。②の年間患者数でございま

す。入院で34万1,000人余、外来で37万7,000人

余、合計しますと71万9,000人余を予算上見込ん

でおります。この数は、昨年度より0.3％ほど増

やしております。 

 10ページでございます。 

 （４）収益的収支です。これは一事業年度に

おいて、日常的に発生する収益と費用を表すも

のであります。四角で囲んでおりますが、その

収支差は25億7,000万円余の赤字を見込んでいま

す。また、減価償却費等を除いた償却前損益は、

１億5,000万円余の黒字を見込んでいます。赤字

の主な要因でございますが、給与費、材料費、

経費の３つの費用が、前年度に比べて６～10％

増加しているということでございます。 

 11ページでございます。 

 ②病院別収益的収支です。表の下から２行目、

収支差を御覧ください。宮崎病院が10億3,000万

円余、延岡病院が２億7,000万円余、日南病院が

12億6,000万円余の赤字予算となっています。 

 12ページです。 

 （５）資本的収支です。これは、医療機器の

更新や建物の改良工事など、支出の効果が長期

にわたって及ぶものの収支を示したものです。

このため、収益的収支とは分けています。四角

で囲んだところですが、その収支差は21億円余

の赤字を見込んでいます。収入は、一般会計借

入金を今年度は計上しておりませんので、97億

2,000万円余の減少でございます。支出は、電子

カルテシステム更新が終わりましたので、47億

5,000万円余減少しています。 

 13ページでございます。 

 （６）主な新規・重点事業です。新規事業

「県立延岡病院手術支援ロボット導入事業」で

す。事業費は３億4,000万円余、財源については

一般会計からの補助金を受け入れた上で、企業

債を充当することを考えております。事業の目

的ですが、県北のがん医療提供体制の充実であ

ります。宮崎病院に続きまして、県立病院とし

ては２機目となります手術ロボットを、延岡病

院に導入します。 

 その事業効果は４点ございます。 

１点目ですが、県北地域のがん治療の地域完

結率を向上させるということです。現在は８割

強ございますが、あと２割程度向上させてまい

りたいと考えています。 

２点目です。低侵襲医療の拡大は、患者の身

体的な負担が少ない医療を提供するということ

であります。開腹手術ではなく、小さな穴を数

か所開けていく手術になります。出血が少ない

ため回復が早く、入院期間を短縮できるという

効果もございます。また、入院期間の短縮は、

診療報酬上もメリットがある部分です。 

 ３点目でございます。外来治療への円滑な移

行、それから４点目に、医療スタッフの負担軽

減と人材確保でございます。負担軽減は、手術

中の医師の視野の確保がしやすいということ、

それから手ぶれの補正機能があるということで

ございます。また、最先端のロボット手術の経

験が積めるということについては、医師などの

人材確保につながるものと考えております。 

 14ページでございます。 

 新規事業「県立病院薬剤師勤務環境改善事業」

です。本県初の取組で、事業費は１億7,000万円

余です。 

事業の目的は、県立病院の薬剤師の業務にロ

ボット等を導入することで、その負担を軽減し
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まして、代わりに病棟での服薬指導などの対人

業務等の充実を図るというものであります。 

事業の内容は２点ございます。 

１つ目は、抗がん薬混合調製ロボットを宮崎

病院と延岡病院に導入します。抗がん薬と言い

ますのは、薬剤師が患者ごとに調整してまいり

ますが、長いものでは１投与分を調製するのに

50分程度かかるものもあります。このような作

業を、ロボットで代替するというものです。 

 ２つ目は持参薬鑑別支援システムの導入です。

このシステムは、３病院に導入します。持参薬

といいますのは、患者が入院時に持ってこられ

る薬のことです。その中身の鑑別をし、電子カ

ルテシステムに登録して、入院中の服薬管理や

薬剤を処方する際の参考情報として、医療スタ

ッフで共有するというものであります。現在、

薬剤師が自分の目で一つずつ確認しております

けれども、その作業に１入院患者あたり２時間

ほどかかる日もございます。ですので、そうい

った時間を短縮してまいりたいと考えています。

また、事業効果の②の薬剤師による病棟業務の

充実によって、診療報酬の加算の取得につなげ

てまいります。 

 15ページでございます。 

 こちらは、「県立宮崎病院再整備事業」でご

ざいます。５億2,000万円余を計上しております。

今年の夏頃にグランドオープンする方向で整備

を進めておりますが、現在、駐車場等の外構を

整備しています。 

先ほどもありましたが、11日からは平面駐車

場の一部利用を開始しました。完成時には、外

来の駐車場を約430台分確保いたします。これは

旧病院に比べまして、約50台多い台数になりま

す。このほか、職員駐車場を別に確保しており

ます。総事業費は、363億円となる見込みであり

ます。これは、建て替え全部の事業費です。 

 16ページでございます。 

 （７）経営改善に向けた取組状況でございま

す。先ほど、50億円の借入れの話がございまし

たが、こういったものの返済を確実にし、黒字

化していくための取組ということでございます。 

 まず、１の収益の確保についてであります。

外部コンサルタントの指導を受けておりまして、

令和６年度は合計35回実施いたしました。こう

した取組や、入院患者数の増加等により、令和

６年度の入院・外来収益は、令和５年度より12

億7,500万円、率にして4.1％増加するものと見

込んでおります。これは、昨年の診療報酬の本

体部分の改定がございまして、その改定率が

0.88％だったということを踏まえますと、それ

を上回る改善であります。 

 次に、２の費用の節減・見直しでございます。

医薬品等の共同購入でありますとか、専門家を

活用した価格の交渉を行っています。それに加

えまして、宮崎大学とも連携しておりますけれ

ども、診療材料について物流管理業務などを共

通化させております。こういったものの活用に

よりまして、２億7,000万円余の費用の節減を見

込んでいます。 

 17ページでございます。 

 各病院の取組状況でございます。まず宮崎病

院では、がん医療機能の高度化を図るために、

ＩＭＲＴを導入するということ、そして新たな

放射線科医を配置したということです。今年の

９月から治療を開始できるように、今、準備を

進めているところです。 

 延岡病院については、ハイブリッド手術室が

令和６年度から本格的に稼働しており、令和

６年度に145件の手術・検査を実施しました。ま

た、外来化学療法室を拡充しており、令和６年
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度は前年度を34件上回る3,463件の外来治療を行

っています。 

 日南病院では、昨年の12月に病床の削減を伴

います病棟の再編を行いました。このため、病

床利用率が、再編前の58.8％から、再編後では

平均で76.4％に改善しています。 

 18ページでございます。 

 加えて、さらなる経営改善の取組を挙げてお

ります。これは、昨年度の補正予算の編成、あ

るいは今年度の当初予算の編成にあたりまして、

知事部局に設置されております病院事業点検プ

ロジェクトチームといろいろな話をさせていた

だいておりますが、プロジェクトチームから経

営改善に向けたさらなる取組を早急に検討し、

実行するよう指摘がございました。このことも

踏まえて、作成したものでございます。 

 まず、収入の確保についてです。宮崎病院で

は、入院医療費の計算方法でありますＤＰ

Ｃ──これは包括支払い方式と申しますけれど

も、要するに計算した後に努力次第で数字が加

算される制度がございます。そういったものが

より高い水準で設定されているグループがあり

まして、そういう病院群への昇格を目指すこと

などにより１億500万円の増収を見込んでおりま

す。 

 また、先ほどの抗がん薬混合調製ロボットの

導入により、薬剤師の病棟業務などの加算の取

得につなげ2,500万円の増収を見込みます。さら

に延岡病院で、稼働率が低い一般病床を16床削

減しまして、稼働率が高く、より高い診療報酬

が得られる高度急性期病床を７床増床すること

によりまして３億1,000万円の増収を見込んでい

ます。 

 次に、費用の節減・見直しについてです。ま

ず３つの病院共通の取組として、臨床検査の委

託先──ほとんどが内製化しておりますが、ご

く一部特殊な検査については外注している部分

がございます。こちらの外注先を見直すことに

よって、3,000万円の節減を見込みます。 

 次に、日南病院での取組として、２つ目の丸

にございますが、利用が減少している放射線治

療装置──リニアックという名前でございます

けれども、こちらの稼働を停止することにより、

その保守費用の2,100万円の節減を見込みます。

それに伴いまして、将来的な機器更新費用５億

6,000万円ほどの見込みですが、これも節減を見

込むということであります。 

 また３つ目の丸になりますが、ＮＩＣＵ──

新生児集中治療室、ＧＣＵ──新生児回復室に

つきましては、近年、月平均の稼働病床が１床

程度にとどまっているという状況もございまし

たので、需要に応じた規模にすることで6,300万

円の節減を見込んでいるものです。 

 さらに４つ目の丸でございますが、病棟再編

の効果について、通年でしっかり見極めをさせ

ていただきまして、さらなる病棟再編が必要か

どうかについて検討してまいりたいと考えてい

ます。 

 19ページでございます。 

 収支計画の見直しについてです。収支計画に

つきましては、国のガイドラインに沿って作成

しております。毎年必要な見直しを行いまして、

議会に報告させていただいております。この収

支計画は、当面の資金繰りのため50億円を借り

入れたという経緯を申し上げましたが、その際

に作成したもので、経営改善に取り組みまして、

その目標については令和12年度の純損益の黒字

化、それから借入金の返済開始ということを目

標においております。 

 このページの３つ目の枠に、今回その収支計
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画を見直した内容について書いております。そ

の内容は、大きく４点でございます。 

１つ目です。入院外来患者の単価について、

最新の動向を反映させたということです。そし

て令和８年度にあります診療報酬改定におきま

しては、今の物価高が反映されていくものと仮

定したところです。 

 ２つ目でございます。給与費、材料費、経費

について、想定を超える給与改定、物価高騰に

よる影響を考慮しまして、より現実に近い形で、

その算定方法を見直しました。 

３つ目は、先ほどのさらなる経営改善の取組

の効果額5.5億円を反映しております。 

最後に、令和６年度の２月補正予算、令和

７年度当初予算の繰入金も反映させていただき

ました。そうした形で作ったものが、その次の

20ページの見直し版の収支計画でございます。 

 その前のバージョンは、20ページの見直し版

の収支計画を御覧ください。ポイントは大き

く２点ございまして、１つ目は令和12年度の一

番上の欄の純損益を黒字化させるということ、

それからその列の中ほどにありますけれども、

年２億円の借入金の返済を開始するということ

です。 

 ２点目につきましては、表の中ほどに現金預

金残高という行がございます。こちらをずっと

プラスで維持することが目標でございます。見

直し版の計画は、その部分をクリアした内容と

しております。 

 以上、大変厳しい経営環境ではありますけれ

ども、局長から申し上げましたとおり、将来に

わたって県立病院の使命を果たしていけるよう、

病院局を挙げて全力を尽くしてまいる所存でご

ざいます。 

○重松委員長  執行部の説明が終わりました。 

 質疑がございましたら、お願いいたします。 

○山下委員  質問ではないんですが、この報告

をなされる前に、公立病院の経営状況は全国的

に非常に厳しいというお話がありました。先般、

全国の自民党の政調会長会に行ったときも、そ

の話が出ました。やはりどこの県も厳しいとい

うことをお聞きしたところでございました。 

 経営改善に向けて、50億円の借入れに関しま

しても、返済をするんだという目標を持って計

画案が示されたわけでありますが、大変でしょ

うけれども、どうか皆さん一丸となって、この

計画が計画どおりに実行されるよう、努力して

いただきますようお願いしておきたいと思いま

す。 

○黒岩副委員長  説明ありがとうございました。

資料17～18ページのところで、昨年12月に日南

病院の52床の病床削減があったわけですけれど

も、これについて地域や関係団体からの声とい

うのは何か届いてますでしょうか。 

○高妻病院局次長  私どもで把握しているのは、

機能は維持するものの、規模を縮小するという

ことで、そのことに対して本当に大丈夫なのか

というお話はございました。私どものほうから

は、ここ数年の稼働の状況等を丁寧に説明させ

ていただきまして、需要にはしっかり応えられ

ると見込んでいるということ、そして万が一の

場合には、県立病院内でも連携してまいります。

特にがん治療に関しては、宮崎病院の放射線治

療を紹介し、あるいは小児の救急、周産期につ

きましては宮崎大学、それから宮崎病院という

バックアップがしっかりございますので、そう

いったところをしっかり役割分担しながら、こ

れまでどおり担っていくという話をさせていた

だいたところです。 

○湯地県立日南病院事務局長  今、高妻次長か
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らお話ししたとおりなんですけれども、我々と

しても地域の市町村──日南市、それと串間市

には事前に丁寧に説明し、その医師会ともお話

をさせていただいております。１点だけ医師会

の会長から、「県病院というのは地域の医療の

セーフティーネットなので、本当であれば病床

を減らしてほしくない」というようなお話もあ

りましたが、病床を減らすことによる地域の医

療への影響はないということをきちんと説明さ

せていただきましたので、それ以上については

特に何もないという状況でございます。 

○黒岩副委員長  病床稼働率が76.4％に上がっ

たということですが、これでもまだまだ足りな

いというお話もお伺いしていますから、さらな

る検討が進むんだろうと思いますけれども、そ

こは丁寧にそういった声を十分に拾っていただ

きながら、対応していただきたいと思います。 

 それともう１点、今年度については放射線治

療など、いろいろなものが削減される方向でご

ざいますけれども、こういったものについては

どういった手順で、また、地元なり団体なり、

どういったところに説明されていかれるのでし

ょうか。 

○高妻病院局次長  先ほど申し上げたとおりで

すけれども、地元市町村、地元の医師会、それ

から宮崎大学、こういったところには十分説明

をさせていただいております。それ以上の県民

向けとか、そういったものは広報という形にな

ってまいりますので、支障が生じないようにし

っかりと広報等を行ってまいりたいと思います。 

○黒岩副委員長  市のほうでも市内回覧版とか

いろいろありますので、そういったところも連

携しながらしっかりやっていただきたいと思い

ます。 

○日髙委員  資料14ページについて、先ほど次

長のほうから説明がありました抗がん薬混合調

製ロボットなんですけれども、抗がん薬の調製

に50分ぐらいかかるということでございました。

このロボットを導入することによって、どれぐ

らい時間が短縮されるものなんでしょうか。 

○高妻病院局次長  あくまで仮定の試算でござ

いますけれども、１台で１人分の労働力をカ

バーできると考えています。ですので、その掛

ける２日分の業務は削減できると計算している

ところです。 

○日髙委員  その下の持参薬鑑別支援システム

に関しても、かなり改善されるということなん

でしょうか。 

○高妻病院局次長  同じく仮定の試算でござい

ますけれども、鑑別支援システムについては0.5

人分ぐらいの効果があると考えています。薬剤

師がどうしてもしなければならない仕事と、あ

る程度機械で代替できる仕事があります。御存

じのとおりですが、薬剤師の採用というのは非

常に厳しいものがありまして、今多くの欠員を

抱えたままで県立病院を運営せざるを得ない状

況になっています。そういったところで、取得

できていない加算があったりしますので、ほか

のもので代替できるところ、あるいは会計年度

で入っていただいている方に代替していただけ

るところは、基本的にお願いをしつつ、薬剤師

でなければできない仕事に集約することで、患

者への医療の提供の質、効率も上げてまいりた

いと考えております。 

○日髙委員  資料17ページについて、ダ・ヴィ

ンチを入れて、もう数年たつと思うんですけれ

ども、令和６年度の手術実績が前年度からプラ

ス３件の122件ということなんですが、この件数

は、ダヴィンチの手術を受けたいという方が

100％受けられている状況なのか、もしくはある
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程度限られた方が受けられて、この件数となっ

ているのか、どちらになるのでしょうか。 

○嶋本県立宮崎病院長  基本的には、ダ・ヴィ

ンチには、適応と、術者のライセンスの取得が

必要です。ダ・ヴィンチ導入以来、当院ででき

るものは、ほぼライセンスを取っている状況で

す。患者の希望や適応を踏まえて最終的に決定

しますけれども、現時点では、混み合ったとき

には少し手術を増やすということはあっても、

当院でできるものを他院でやるということはほ

とんどなく、県立宮崎病院で大体完結できてい

るというところで、適応範囲を少しずつ広げて

いる最中ですので、これからまた県民にもより

よい低侵襲医療ができるのではないかと思って

おります。 

○渡辺委員  資料16ページです。施設基準の取

得ですとか、あるいは病棟の再編等で外部コン

サルタントをお使いだということなんですけれ

ども、どこのコンサルタントをお使いなのかと

いうことと、このコンサルタントの契約は単年

度契約なのか、あるいは複数年契約なのかを教

えてください。 

○高妻病院局次長  契約の相手方は、グローバ

ルヘルスコンサルティング・ジャパンという、

専門のコンサルタントでございます。契約の期

間につきましては、単年度でございます。 

○渡辺委員  単年度ということは、競争入札、

あるいは随意契約を年度ごとに行うということ

でしょうか。 

○高妻病院局次長  基本的に成果が上がってい

る契約については継続していくという方針は出

てくると思いますが、競争的な方式は考えつつ、

今のところは随意契約で、令和７年度は更新し

たところであります。 

○黒岩副委員長  資料20ページの収支計画につ

いて、令和６年度見直し版の一番下の繰入金の

ところなんですが、令和６～７年度については

人件費高とか物価高の影響で一般会計からの繰

入金が増えたわけなんですけれども、これが令

和８年度になりますと、また通常どおりに戻っ

てきているように見えます。この人件費高、物

価高については、令和８年度以降は内部の努力

で、繰入金に頼らずにカバーしていくという見

方でいいんでしょうか。 

○高妻病院局次長  これは、今の段階では収支

計画ということで、将来に向けた一つのシミュ

レーションとなります。そしてこれを実現する

ことで、令和12年度の借入金の償還開始である

とか、黒字化を図っていくというものでつくっ

ております。 

 予算に関しましては、毎年度しっかり知事部

局と話をして決めていくものでありますので、

現時点でこの数字ありきで話をしているもので

はありません。ただ、先ほども申し上げた、経

営改善の取組を挙げさせていただいております。

こういったものの効果を着実に上げていくこと

で、繰出しの規模についても、繰入れの規模に

ついても適正な規模といいますか、元の水準に

近づけていければと思っております。 

 令和８年度以降については、また診療報酬改

定がございますので、それ次第の部分も大きい

かと考えております。現時点では、あくまで一

つのシミュレーションということで捉えていた

だければと思います。 

○黒岩副委員長  ということは、この収支計画

では、令和８年度以降については現在の人件費

や物価高については加味されていないと理解し

てよろしいでしょうか。 

○高妻病院局次長  シミュレーション上は加味

しております。加味した上で、この金額でいけ
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るように努力したいということであります。例

えば、人件費については、去年の人事院勧告の

数字がそのまま今年も同じ勧告があっても、耐

えられるようにはしました。物価高騰について

も、今３％とか10％とかという勢いで上昇して

います。診療材料は特に上昇のペースが早いで

す。こういったものが我々の想定を超えていき

ますと、やはりこれでは収まらないこともあり

得ますので、そういったことに対しても対応で

きるように、ここに書いてある経営改善の取組

に加えた努力もしっかりしてまいりたいと思っ

ております。 

○図師委員  今の黒岩副委員長の質問に関連し

て、この令和６～７年の一般会計からの繰入れ

というのは、やはりかなり大きいものがあると、

理由、説明はいただいたところなんですが、そ

れにしてもこの繰入金が、借入金の代わりにな

っているような気がしないでもありません。私

もこの詳しい資料をなかなか見る機会はなかっ

たのですが、内部留保とか基金積立ても全くな

いまま、この一般会計からの繰入れにより増額

されて、何とかこの急場をしのがれたんだろう

なという気はしています。 

 この収支計画どおり、令和12年の黒字化とい

うのも全く保証されていない数字だと思われま

すので、この一般会計からの繰入額が下がって

いくという見通しは、少し甘いのではないかと

いう気はしています。各病院の収支が黒字化し

ていく、いろいろなものの節減をするというと

ころの希望的な数字が反映されている内容だと

思うんですけれども、繰入金はこれ以上増えて

いかないということも確実なのかどうか、その

あたりの見通しをもう少し説明してください。 

○高妻病院局次長  これはあくまで将来の話に

なるので、今断言することは非常に難しいと思

っています。先ほども申し上げましたとおり、

我々の想定を超えた人件費の増であるとか、あ

るいは物価高騰がまた続くと、それが診療報酬

にきちんと反映されるかどうかというところに

かかってきますので、今の時点で繰入金をこの

とおりで収められるかどうかというところまで

は、なかなか断言はできません。 

 ただ、これまでの状況を前提とした見通しで

いきますと、この程度に何とか収められるので

はないかと考えているところです。公営企業で

ございますので、会計の自立性というのは大事

だと思っています。どうしても黒字にならない

部分があるのは確かでございますけれども、そ

ういったところもある程度カバーできるように、

自分たちでできる努力は最大限し、そして必要

な経費については毎年度真摯に知事部局と話を

していきたいと思っています。今お答えできる

のは、以上でございます。 

○重松委員長  ほかはございますか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○重松委員長  それでは、以上をもって病院局

を終わります。 

 執行部の皆様、お疲れさまでした。 

 暫時休憩いたします。 

   午前10時43分休憩 

───────────────────── 

   午前10時50分再開 

○重松委員長  委員会を再開いたします。 

 先般の臨時会におきまして、私ども７名が厚

生常任委員会委員となったところでございます。 

私は、このたび委員長に選任されました宮崎

市選出の重松幸次郎でございます。一言、御挨

拶を申し上げます。 

一昨年の厚生常任委員会でも委員長を拝命し、

また、今回も大任を拝することになりました重
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松でございます。その年には、先ほども議論が

ありました病院局の財政の話、それから、福祉

保健部は新型コロナのことで、本当に大変な思

いをされていた記憶がございます。引き続き、

県民の命、暮らし、また、健康を守るために、

しっかりと調査をし、議論をしてまいりたいと

思いますので、１年間どうぞよろしくお願いい

たします。 

 次に、委員を紹介いたします。 

 まず、私の隣が日南市選出の黒岩副委員長で

す。 

 次に、向かって左側ですが、西都市・西米良

村選出の濵砂委員でございます。 

 東諸県郡選出の渡辺委員でございます。 

 宮崎市選出の日髙委員でございます。 

 続きまして、向かって右側ですが、児湯郡選

出の山下委員でございます。 

 同じく、児湯郡選出の図師委員でございます。 

 次に、書記の紹介をいたします。 

正書記の増村主任主事でございます。 

 副書記の青野主任主事でございます。 

 それでは、次に、部長の御挨拶、並びに幹部

職員の紹介、そして、所管業務の概要の説明等

をお願いいたします。 

○小牧福祉保健部長  委員の皆様には、このた

び厚生常任委員会の委員に御就任いただきあり

がとうございます。 

先ほど委員長からもお言葉がございましたと

おり、福祉保健部におきましては、医療体制の

維持・充実、高齢者、障がい者、児童の福祉の

推進、少子化対策、健康づくりや食の安全・安

心の確保など、幅広い分野で県民の生活に直結

した業務を執り行っているところでございます。 

 このため、福祉保健部としましては、県民目

線で現場主義を徹底しまして、施策の推進に努

めていきたいと考えております。 

 県議会をはじめ、市町村や関係機関と十分連

携・協働して、業務の推進を図ってまいりたい

と思いますので、委員の皆様には、御指導、御

支援をよろしくお願い申し上げます。 

 それでは、幹部職員を紹介させていただきま

す。 

 まず、福祉担当次長の市成典文でございます。 

 保健・医療担当次長の吉田秀樹でございます。 

 こども政策局長の壱岐さおりでございます。 

 衛生技監の椎葉茂樹でございます。 

 福祉保健課長の北薗武彦でございます。 

 指導監査・援護課長の佐多能成でございます。 

 医療政策課長の早川俊一でございます。 

 国民健康保険課長の上田浩司でございます。 

 長寿介護課長の井上裕二でございます。 

 医療・介護連携推進室長の元信孝でござい

ます。 

 障がい福祉課長の隈元淳二でございます。 

 衛生管理課長の下村高司でございます。 

 健康増進課長の德山美和でございます。 

 薬務感染症対策課長の蛯原夕起子でございま

す。 

 薬務対策室長の安藤ゆかりでございます。 

 こども政策局こども政策課長の増田光宏でご

ざいます。 

 こども政策局こども家庭課長の渡辺智裕でご

ざいます。 

 最後に、議会を担当します福祉保健課企画調

整担当主幹の稲森健介でございます。 

 なお、各課の課長補佐につきましては、名簿

での紹介にかえさせていただきます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 続きまして、常任委員会資料の４ページを御

覧ください。 
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 福祉保健部の執行体制を図にしております。

今年度は、資料の左上に記載しておりますとお

り、本庁が１局11課２室、出先機関が31所属と

なっており、この体制で業務を推進してまいり

ます。 

 次に、５ページを御覧ください。 

 福祉保健部予算の概要について御説明いたし

ます。 

 表の令和７年度の列を御覧ください。 

 福祉保健部の予算額は、一般会計で、上か

ら２番目にあります1,320億8,245万1,000円で、

令和６年度の当初予算額と比較しまして82億

1,098万9,000円の増となっております。対前年

比は106.6％であります。 

 予算につきましては、県民の命と健康を守り、

その暮らしを支える取組や人口減少など、課題

へのさらなる対応の強化等に取り組む事業など

を計上しております。 

 各課別の予算につきましては、表の記載のと

おりでございます。 

 また、列の下から２番目、国民健康保険特別

会計につきましては、当初予算額は1,098億

7,325万2,000円で、対前年度比13億8,616万

9,000円の減となっており、対前年度比は98.8％

であります。 

 その下の、母子父子寡婦福祉資金特別会計に

つきましては、当初予算額は2億3,460万5,000円

で、対前年度比で5,204万4,000円の減となって

おりまして、対前年度比は81.8％であります。 

 この結果、一般会計と特別会計を合わせまし

た福祉保健部の予算の合計額は、一番上の欄に

ございますが、2,421億9,030万8,000円で、対前

年度比で67億7,277万 6,000円の増、比率は

102.9％であります。 

 今後とも、福祉、保健、医療など各分野にお

きまして、実効性のある取組を進めてまいりた

いと考えております。 

 この後、主な事業の概要について、福祉保健

課長から御説明いたします。 

○北薗福祉保健課長  福祉保健部の新規・改善

事業について御説明いたします前に、まず、現

在、各関係部局が連携して取り組んでおりま

す３つの日本一挑戦プロジェクトの一つである

子ども・若者プロジェクトについて御説明いた

します。 

 資料の６ページを御覧ください。 

 １、取組の柱と方向性の一番左側にあります

子ども・若者プロジェクトでありますが、中ほ

ど２の四角囲みの主な取組状況にありますとお

り、これまで結婚支援コンシェルジュの配置や、

男性の育休取得に取り組む企業等の支援、不登

校支援の拠点となる県教育支援センター「コネ

クト」の設置などに取り組んでいるところです。 

 しかしながら、主な指標の進捗状況のとおり、

令和５年の合計特殊出生率は1.49と大幅に落ち

込んでおりまして、全国上位を維持しているも

のの1.8台という目標の達成に向けて厳しい現状

となっております。 

 次に、７ページを御覧ください。 

 このような状況を踏まえ、プロジェクトの新

たな展開としまして、右側の上下の四角囲みに

ありますとおり、これまでの自然減対策のさら

なる充実に加え、若者・女性をターゲットとし

た社会減対策の強化を図ってまいります。 

 具体的には、左側の四角囲みの丸の２つ目、

若い世代の婚姻数の回復を図る必要があること

や、その次の従来から高かった第２子以降の出

生割合が低下していること、その次の近年高ま

っている子育てに対する不安感や負担感を軽減

する必要があること等を踏まえまして、自然減
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対策として、右側の取組の柱と主な取組の枠内

に太字で示しております結婚支援サービス利用

への初期費用相当額の支援や、第２子保育料の

負担軽減、放課後児童クラブの待機児童解消対

策に新たに取り組みますとともに、教育委員会

におきまして、科学人財の育成、ＡＩ教材を活

用した学力向上対策なども進めてまいります。 

 また、左側の四角囲みに戻りまして、下か

ら２つ目にありますように、若者・女性の県内

定着を図ること等も重要でありますことから、

右側の下の四角囲みにありますとおり、社会減

対策の強化として、魅力ある雇用の創出や柔軟

で多様な働き方の推進等を通じた若者・女性が

生き生きと活躍できる宮崎づくりを推進し、結

婚や出産、子育ての希望をかなえる自然減対策

と併せて、少子化や人口減少の改善につながる

よう取り組んでまいります。 

 続きまして、福祉保健部の主な新規・改善事

業について御説明いたします。 

 資料の８ページをお開きください。 

 今年度は40の新規・改善事業がございまして、

宮崎県総合計画2023に定めるアクションプラン

のプログラムごとに整理しております。この中

から主な13の事業について御説明いたします。 

 まず、プログラムⅠ「コロナ禍・物価高騰等

からの宮崎再生」の政策１「県民の命や健康を

守る地域医療・福祉の充実」の重点項目２の３、

新規事業「訪問介護等サービス提供体制確保支

援事業」であります。 

 この事業は、訪問介護サービス事業者が行う

人材確保に向けた体制構築のほか、経営改善に

向けた取組等を支援することで、地域が必要と

する訪問介護等サービスの安定的なサービス提

供体制確保につなげるものであります。事業費

は653万6,000円であります。 

 次に、その下の重点項目３の１、改善事業

「医師の働き方改革事業」であります。 

 この事業は、医師労働時間短縮計画に基づく、

労働時間短縮に向けた体制整備等に要する費用

等を補助するものであります。事業費は１億640

万円であります。 

 次に、その下の政策２「県民生活・地域経済

の早期回復」の重点項目１の１、新規事業「こ

どもの権利擁護環境整備事業」であります。 

 この事業は、施設入所児童等の意見表明権な

どを保障し、子供自身が実現したいことを考え、

それを周囲に説明できるような支援体制を整え

るものであります。事業費は702万9,000円であ

ります。 

 ９ページを御覧ください。 

 中ほどにありますプログラムⅡ「希望ある未

来への飛躍に向けた基盤づくり」の政策３「命

や暮らしを守る災害に強い県づくり」の重点項

目１の２、新規事業「災害時における保健所通

信体制強化事業」であります。 

 この事業は、南海トラフ地震等の大規模災害

時において、保健医療福祉活動の安定化・円滑

化を図るため、保健所に衛星Ｗｉ─Ｆｉの整備

を行うものであります。事業費は1,917万6,000

円であります。 

 次のプログラムⅢ「「みやざき」の未来を創

る人材の育成・活躍」の政策１「子どもを生み

育てやすい県づくり」の重点項目１の１、改善

事業「周産期医療ネットワーク運営等支援事業」

であります。 

 この事業は、周産期医療ネットワークシステ

ムを導入している産科医療機関等に対して、運

営費及び機器更新費を補助するものであります。

事業費は１億2,552万4,000円であります。 

 次に、その下の重点項目２の１、新規事業
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「産後ケア事業」であります。 

 この事業は、退院直後の母子に対して、心身

のケアや育児サポート等の産後ケアを実施する

市町村に対し、事業に要する経費の一部を補助

するものであります。事業費は1,357万9,000円

であります。 

 次に、その３つ下の４、新規事業「第２子保

育料負担軽減事業」であります。 

 この事業は、市町村と連携して、ゼロか

ら２歳児の第２子保育料の保護者負担を、総額

の２分の１から４分の１へ軽減するものであり

ます。事業費は2億717万円であります。 

 10ページを御覧ください。 

 表の一番上、同じ重点項目２の５、新規事業

「放課後児童クラブ待機児童解消加速化事業」

であります。 

 この事業は、送迎支援による放課後児童クラ

ブの広域化及び放課後児童クラブを補完する子

供の居場所確保を推進することによりまして、

待機児童の解消を加速化させるものであります。

事業費は1,276万2,000円であります。 

 次に、その下の６、新規事業「保育人材緊急

確保事業」であります。 

 この事業は、保育士等の就職支援を行う保育

士・保育所支援センターについて、支援対象施

設・人材の拡大や保育施設のニーズに応じたマ

ッチング実施など、その機能と体制を強化する

ことにより、保育施設等における人材不足を早

急に解消するものであります。事業費は2,030万

円であります。 

 次に、その下の政策３「一人ひとりが自分ら

しく生き生きと活躍できる共感・共生社会づく

り」の重点項目２の３、改善事業「精神科救急

医療システム事業」であります。 

 この事業は、平日夜間・休日における精神科

救急医療体制を整備し、緊急な医療を必要とす

る精神障がい者等に対して、迅速かつ適切な医

療の提供を図るものであります。事業費は4,482

万2,000円であります。 

 次に、同じ重点項目２の８、改善事業「重度

障がい者（児）医療費公費負担事業」でありま

す。 

 この事業は、市町村が行う重度障がい者（児）

の医療費助成に係る経費を補助するものであり

ます。事業費は12億7,528万9,000円であります。 

 次に、その下の政策４「健康・学び・スポー

ツ・文化の充実」の重点項目３の１にあります

改善事業「全国障害者スポーツ大会団体競技等

派遣事業」であります。 

 この事業は、２年後の障スポ大会本県開催に

向け、九州ブロック予選会への出場に当たって

定額補助を行いますとともに、九州ブロック予

選会を突破したチームを全国大会へ派遣するも

のであります。事業費は988万6,000円でありま

す。 

 次に、その下の２、改善事業「スポーツを通

じた共生社会実現事業」であります。 

 この事業は、障スポ大会本県開催に向けた機

運醸成を図りますとともに、大会後も見据えて、

各競技団体が開催する共生スポーツ大会運営の

補助や、指導者講習会の開催、ＬＩＮＥを通じ

た情報発信等を行うものであります。事業費は

900万2,000円であります。 

 説明は以上でありますが、各事業の詳しい内

容につきましては、11ページ以降に資料をつけ

ておりますので、後ほど御覧ください。 

○重松委員長  執行部の説明が終わりました。

質疑がありましたら、お願いいたします。 

○図師委員  資料22ページの「訪問介護等サー

ビス提供体制確保支援事業」について、事業内
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容を見まして、理解はできるところなんですけ

れども、先ほど病院局のほうからもいろいろ説

明を受けましたが、病院としては、今はもう長

期入院はほぼできず、特に三次救急を取り扱う

ような病院とかに関しては、どんどん地域に返

せという流れになっています。 

御存じのとおり、訪問介護の介護報酬が改悪

となった関係で、今、地域の訪問介護事業所が

どんどん経営難に陥っています。県内の事業所

も閉鎖に追い込まれているところもありますし、

一般質問でも取り上げましたが、公的な訪問介

護サービスも閉鎖しています。木城町とか日南

市が実際に社会福祉協議会の訪問介護すらなく

なったというような状況もありました。 

何が言いたいかといいますと、国が介護報酬

を引き下げているのであれば──今、その見直

しを国のほうでもしているところなんでしょう

けれども、その見直しが図られるまで、県単事

業で訪問介護事業所への直接的な支援策という

のは講じられないものでしょうか。この新規事

業の内容では、人材確保とか経営改善の支援事

業があるにはあるんですけれども、とてもこの

ような額では対応できるような状況になってい

ません。当初予算ではこの内容でやむを得ない

と思うのですが、今後、補正予算なり、来年度

の当初予算も視野に入れつつ、何か県単事業で

抜本的な事業所支援というのができないものか、

そのようなビジョンがないのか、そのあたりを

お聞かせいただければと思います。 

○井上長寿介護課長  委員がおっしゃられるこ

とは我々も十分に承知しておりまして、いろい

ろな事業者から、経営が厳しいでありますとか、

人材確保が厳しいということで、やはり介護報

酬が減少になって大変お困りになっているとい

うことでした。今年度、こういった新規事業を

立案して、少しでも訪問介護事業所の人材確保

や経営改善、いわゆる安定的な体制を築こうと

考えております。 

 国に対しても、全国知事会を通じて、今回の

介護報酬の引下げの影響を適切に検証していた

だいて、必要な措置を講じるよう求めておりま

す。また、宮崎県の提案要望において──これ

は、訪問介護だけではないんですけれども、い

ろいろな産業と比べると、やはり介護職員の給

与が低いという実情がありますので、処遇改善

加算の拡充も要望しているところです。 

 今後とも、訪問介護だけではなく、介護事業

者の経営安定が図られるよう、機会を捉えて要

望してまいりたいと考えております。 

○図師委員  国を待たずに、やはり県でという

ところの視点をぜひ持っていただきたい。資料

22ページにありますとおり、県内訪問介護事業

所の廃止事業所数が令和５年だけでも19あった

ということです。それによって、切り捨てられ

る地域、特に中山間地域は、介護が必要になっ

たら山から降りる、浜から上がるというような

方々もたくさんいらっしゃって、その住み慣れ

た地域で生涯を全うできるというような環境が、

宮崎県では全く実現できていないという現状も

あります。令和９年に廃止事業所数を９か所ま

で減らすというのではなくて、これがゼロにな

るような支援策というのを今後講じていってい

ただければと思いますので、期待しております。 

○黒岩副委員長  新規事業に関して、ここには

ないんですけれども、帯状疱疹ワクチンの接種

が定期化されたということがありました。実施

主体は市町村になろうかと思うんですけれども、

これについては、県としてどういう周知をされ

ていらっしゃるのか、何か取組をされていらっ

しゃるのか、お聞かせいただきたいと思います。 
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○蛯原薬務感染症対策課長  帯状疱疹ワクチン

については、副委員長がおっしゃるとおり、市

町村の定期接種となりました。県としましては、

特段これといったものはないんですが、帯状疱

疹ワクチンが市町村にて定期接種になったとい

うことで、ホームページ上に載せるなど、周知

に関しては行っているところでございます。 

○黒岩副委員長  この接種の対象者については

年齢の限定があり、見逃してしまいますと──

今のところ、経過措置があるようでございます

けれども、そういったところの見逃しがないよ

うに、市町村としっかり連携したＰＲをよろし

くお願いします。 

 それともう一点、新規事業「放課後児童クラ

ブ待機児童解消加速化事業」について、事業の

内容を少し詳しく説明をお願いしたいと思いま

す。 

○増田こども政策課長  「放課後児童クラブ待

機児童解消加速化事業」の概要について御説明

いたします。 

 まず、背景といたしまして、毎年５月１日現

在の各市町村における放課後児童クラブの待機

児童の発生状況について、国が公表しておりま

す。直近でいいますと、昨年の５月になるわけ

ですけれども、昨年５月時点で、県内で待機児

童が389名発生しておりまして、内訳といたしま

しては、宮崎市を含みます５市町のほうで待機

が発生している状況でございます。 

 今回のこの事業の目的といたしましては、こ

の待機児童を一刻も早く解消につなげるという

ことで考えておりまして、基本的には国、県、

市町村の負担に基づく既存の放課後児童クラブ

の制度がありますので、放課後児童クラブをま

ずつくっていただくと。校区内の児童クラブで

は利用できないという場合には、ほかの校区の

児童クラブ等を利用できるように送迎サービス

を行い、そういった放課後児童クラブの利用の

広域化というところがまず１点になります。 

 ２点目といたしましては、基本的には子供の

数というのは今後減っていくことが想定される

わけですけれども、放課後児童クラブの利用

率──子供の数に対してどれだけ利用されてい

るのかというところは、やはり最近の共働きで

の子育てという流れもありますので、利用児童

数は増えているという状況になります。 

 長期的に見ると、子供の数が減っていく中で、

市町村といたしましては、なかなか新たなクラ

ブの増設には踏み切れない。物的、場所的なも

の、そういったハードルもあります。国の児童

クラブの要件を満たすには、当然、面積の要件

ですとか、人の要件、開所日数等の要件もあり

ます。そちらをある程度ハードルを下げた形

で──もともと国のほうもそういった制度はあ

るんですけれども、いかんせん、助成制度の補

助基準額が低いということで、そちらに上乗せ

をする形で、県のほうで児童クラブまではいか

なくても、子供の居場所、放課後児童の居場所

をしっかりと確保していくと。事業内容として

は、主にこの２本立てということになります。 

○黒岩副委員長  既存の児童クラブの教室を増

やそうとすると、場所の確保でありますとか、

学校現場の理解も必要だと考えております。そ

れから市町村によっては、小学校６年生までで

なくて、４年生までに限定しているといったと

ころもあります。そういった運用の仕方につい

ても、いろいろ市町村と意見交換しながら、本

当に必要な児童の受入れができるような体制を

つくっていただきたいと思います。 

○渡辺委員  資料６ページ、「日本一生み育て

やすい県への挑戦」ということで、日本一プロ
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ジェクトを2023年からスタートされ、いろいろ

な施策をとられているかと思います。宮崎県の

現況の合計特殊出生率が1.49、全国２位という

ことで高くはあるんですけれども、河野知事も

1.8という目標は下ろさないと言われている中で、

第２子以降の負担を減らすための予算がつけら

れていますが、この程度の予算でこの1.8に本当

に向かっていくのかと、物すごく疑問を持って

います。もっとドラスティックに第２子の補助

どころか、場合によっては第３子以降も持ちた

いというような家庭もいっぱいあるわけですか

ら、第３子以降も含めて、子供をたくさん持て

るようなサポート、あるいはインセンティブが

必要ではないんでしょうか。 

県の約7,000億円の予算の中で福祉保健部はた

くさん予算を持たれています。それぞれの部門

で、継続審議を含めて予算を立てられています

けれども、合計特殊出生率1.8に向かっていくた

めには、もっと強力な予算措置が必要だと思い

ますけれども、いかがでしょうか。 

○増田こども政策課長  まず、保育料の無償化

の状況といいますか、考え方について、改めて

御説明させていただきます。 

 まず、保育料の無償化につきましては、３歳

以上は完全に無償で、３歳に満たない子につき

ましては、未就学児の上の御兄弟がいらっしゃ

る場合、１人いらっしゃれば第２子ということ

になりますので、その方の保育料が２分の１、

第３子以降につきましては、上の未就学児の御

兄弟が２人以上いらっしゃるということになり

ますけれども、その方は完全に無償ということ

になっております。 

 第２子については、いまだに半額負担という

ところは残っているというところもあり、本県

の強みといいますか、合計特殊出生率自体が全

国２位というところではあるんですけれども、

他県と比べて、第２子以降の、特に第３子以降

の出生率が非常に高いという前提があります。 

 ただ、昨今の少子化の流れの中で、本県にお

きましても、第２子の出生割合が落ちてきてい

ます。全国的にはまだ高いんですけれども、少

子化が非常に深刻な状況になる。今も加速度的

に深刻化しているんですが、一刻も早くその流

れを食い止めるために、強みである第２子のと

ころをまずしっかり手当てをするというところ

でこの事業を考えたところであります。 

 この第２子保育料の負担軽減につきましては、

九州では、大分県に次いで２番目の取組となり

ます。大分県が平成16年度からその取組を開始

したところではあるんですが、第２子以降の出

生割合が全国的に落ちている中で、大分県はあ

る程度維持しているので、効果はあったと分析

しているところでございます。 

 今後、少子化を一刻も早く食い止めるという

意味では、子育てに関するいろいろな経済的負

担や心身の負担を除去することが非常に大事な

視点だと思いますので、委員御指摘の視点も踏

まえて、今後またしっかりと施策についても検

討していきたいと考えております。 

○渡辺委員  予算の話については、例えば、子

育て支援だけに何億円使いなさいというような

ことはトップが決めてやらないと、ここの部分

だけどかんと増やしたいということを部局から

言ってもなかなか難しいと思いますので、この

場では結構です。次回、一般質問のときに知事

にもう一度伺おうと思います。 

○濵砂委員  今の関連ですけれども、2023年か

らこういったプロジェクトを組んで、子育て支

援と出生奨励をやっていますが、2023年は6,500

人の出生数で、2024年には6,000人と、500人減
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少しているんです。婚姻数を見ても、令和４年

度が3,805組で、令和５年度は3,592組と減少し

ています。令和６年度の数字はまだ出ておりま

せんけれども、令和７年度に向けて計画を組ん

でおられると思うんですが、その計画に伴わず

毎年五百数十人は減ってきている。2024年に生

まれた子供が6,027人。これが高校入試のときに

は、今の高校の入学定数は7,300以上で、定時制

まで含めると8,000人近くですので、公立高校の

入学定数が2,000人程度空いてくるということに

なり、また、私立高校を入れると、当然に大幅

な減少ということになります。 

この主な取組状況というものを見ても、本当

にこれで目標を達成できるのかなと、目標の合

計特殊出生率1.8という数字が本当に可能なのか

と。目標ですから、これを下ろさないと言われ

るのは分かりますが、ただ近づいていない、毎

年減少しているという状況です。もう一度見直

せというよりも、子供のプロジェクトの目標に

向けてしっかり力を入れて頑張っていただきた

いと思います。何かあれば聞かせていただきた

いと思いますが、現状を見るとどうも我々は期

待ができないんです。期待できるようにしっか

り取り組んでいただきたいと思います。 

○増田こども政策課長  まず、委員御指摘のそ

の出生数なり婚姻数の減少についての分析とい

いますか、考え方なんですけれども、基本的に

はやはり新型コロナの影響が非常に大きいです。

この目標につきましては、いずれもコロナ禍前

の水準に戻すという考えもあります。婚姻され

てから子供が生まれるまで、大体２～３年と言

われていますけれども、そういった意味では、

国が公表した昨年の上半期の出生数も、全国で

6.3％程度落ちておりますし、全ての都道府県で

マイナスになっているという状況がございます。

まさにコロナ禍で婚姻数が減った影響というと

ころが出ているんだろうと考えております。 

 婚姻数につきまして、アフターコロナという

ことで、また数が戻ることをある程度期待はし

ているところではあったんですが、同様に昨年

の上半期の状況を見ますと、本県においては、

やはり減っているという状況でございます。 

 ただ、全国的な状況を見ると、関東圏等の都

市部を中心に３分の１程度の都道府県では、前

年と比べると回復しているという状況にあり、

九州では福岡県と熊本県辺りが回復しているよ

うです。婚姻数を何とかしないといけないとい

うことで、もちろん基本的には御本人の希望に

基づくもの、自由意思に基づくものですので、

その辺もしっかり配慮しながらというところで

はありますが、今回こういった婚活のためのア

プリだったり、フェリーを活用した婚活イベン

ト等についても企画させていただいたところで

す。 

 考え方といたしましては、こういったところ

で、できるだけ婚姻数を増やして、基本的に我

が国においては、嫡出子が多いということであ

りますので、御結婚いただければ第１子をとい

う可能性が高いです。そういった意味では、し

っかりと婚姻促進というところをやって、第

１子の出生数が増え、なおかつ先ほど御説明い

たしました第２子の保育料等につなげるような

取組と両輪でやっていくというところで進めて

いきたいと思います。 

 目標の合計特殊出生率1.8台に対して、昨年も

1.63から1.49に落ち込むということがありまし

て、その目標の設定の仕方についても、県議会

等いろいろな場を通じて御指摘をいただきまし

た。この1.8というのは、当時プロジェクトを始

めるとき、全国的にトップクラスであった沖縄
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県が大体1.8台だったということと、以前、国が

唯一出生率について目標を定めた希望出生率と

いう定義がございまして、それも1.8台だったと

いうことで、ある程度そこを目安にということ

でこのプロジェクトとしても考えているところ

でございます。 

 全国的に人口減少をいかに早期に食い止める

かというところが課題になっておりまして、そ

のためには、本来であれば1.8にとどまらず、理

想としては、人口が安定する水準と言われる出

生率2.07というところを目指すのが究極で、方

向性としてはそちらに向かうべきだと考えてお

りますが、まずは1.8をしっかり達成するという

ところで、今後、取組を進めたいと思っており

ます。 

 ただ、御指摘のとおり、ハードルとしては非

常に高い目標にはなりますけれども、プロジェ

クトの１年目は機運醸成、環境整備というとこ

ろに努め、２年目の今年度につきましては、子

育ての負担、心身の負担、経済的負担というと

ころに取り組みながら、また、来年度、プロジ

ェクトの本格展開３年目になりますけれども、

こちらでどういった取組をやっていくのか、し

っかりと検討して、少しでも1.8台に近づけたい

と考えております。 

○濵砂委員  言われることは分かりますが、と

にかく、まずは昨年よりも今年の出生数が増え

るように、努力をしてもらわないといけないと

思うんです。いろいろな理由があろうと思いま

す。しかしながら、取り組んでいる以上は、

１人でも２人でも、昨年の出生数よりも増える

ような、そういった取組をお願いします。 

 それから、もう一つ、さっきも話が出ました

が、医療費と保育料は市町村で非常にばらつき

があるんですが、統一するよう指導できないも

のですか。各市町村とも同じような医療費で医

療も受けられる、保育園も無償化できるという

ようなことは、県としては奨励できないものか

なと思うんですけれども、いかがですか。 

○増田こども政策課長  御指摘のとおり、医療

費なり、保育料なり給食費あたりについての自

治体間のばらつきというところは、昨今の課題

として言われて久しいと認識しております。 

 基本的に子供が受ける行政サービスというの

は、どこの自治体に住んでいても等しく受ける

べきでありますし、こういったある程度財政規

模、事業費規模の大きい事業については、国の

責任において着実に実施していただくことが必

要だと認識しておりまして、これまでも、宮崎

県の提案の要望だったり、知事会を通じた要望

等を行っているところでございます。 

 そういったところを国が本格的に動くところ

まで待てない市町村、現場の状況等もあって、

これまで市町村のほうで取り組んできたという

事実がございます。 

 今回の第２子保育料の負担軽減事業につきま

しても、あえてその４分の１負担を残したとい

うのは、完全に県と市町村で完結するのではな

くて、しっかりと国の責任を果たしていただく

ということで、余地としてその４分の１を残し

ておくということです。 

 国においても、２年後に向けて、保育料につ

きましては無償化等を検討されるという動きも

あるようですので、保育料に関してはそういっ

た動きを注視していきたいと考えています。 

 ただ、おっしゃるように、医療費等の自治体

間の格差については、また別の課題にはなりま

すので、こちらも引き続きしっかりと国のほう

に働きかけをしていきたいと思いますし、市町

村ともそれぞれの取組の情報をしっかりと共有
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していきたいと考えております。 

○濵砂委員  国が一律してやるべきだというの

は、それはもう分かるんです。知事が言ってい

ることと同じようなことです。現場としては、

実際はそれでは間に合わないから、特色を出そ

うとして、市町村は独自の資金でやっている。

それ以上に来たものは収入になるわけだから、

それはそれでいいと思うんですけれども、県は

この出生率を高めるために、人口を増やすため

に、こういう政策をやるというものがなぜ出て

こないのかと思うんです。国にやってください

というのは、どこも同じことなんです。 

 各市町村も苦しい中でもそれをやろうと。や

れるところとやれないところも確かにあります

が、子育てに適した環境をつくるためには、そ

ういった新たな挑戦というか、県の施策という

のも必要ではないかと思います。これはやはり

知事がやらないといけないことなんですけれど

も、子ども・若者プロジェクト、日本一生み育

てやすい県というのをうたっているわけだから、

日本一のことを何かやってみないといけません。

何もやっていなくて、育てろ、子供を増やせと

言っても、これはどこも一緒ですから、宮崎県

だけが増えるはずはない。 

 だから、もう少し夢を持ってというか、やは

り宮崎県を日本一の生み育てやすい県にすると

いう意気込みを持って、取り組んでいただきた

いと思います。 

○山下委員  今、濵砂委員の質疑に対していろ

いろ感心しながら聞いておりました。少子化対

策として、第１子ができたら幾らとか、第２子

からどうだとか、第３子からどうだとか、いろ

んな提案がありますが、今やっと方向転換をし

つつあると思うんですけれども、やはり原因は

結婚をしないからです。昔は、よほど体に不自

由があったり何かがあったりでないと、結婚を

しないという人はいませんでした。そして、少

し前は、子ができて、第２子、第３子はお金が

かかるから産めないという時期もあったと思い

ます。しかし、今は変わったんです。結婚して

子供が２人、３人、４人もいるところがいくら

でもいるんです。私もびっくりしているんです。 

 私は団塊世代の77歳です。私たちの頃は、川

南町の小学校は600名いました。今は60名です。

どこの地方もそうだと思います。それでも保っ

ているところはいいが、なくなっている学校が

相当ある。そんな状況なんです。しかしながら、

田舎に若い者がいれば、今は２人、３人と子を

つくり始めたものですから、その60人がずっと

保たれているんです。 

 昔はおせっかいおじちゃん、おばちゃんがい

て世話していたんですが、今はそれがほぼいな

いんです。なぜかというと、仲人という制度が

なくなったからです。全部出会いで一緒になっ

て結婚する。だから、「お前、あの人と一緒に

ならんか」とか、そんなことを言うと、もう二

度と口利いてくれなくなるような状況が続いて

いるから、私は大変なのだと思います。 

 何とか結婚をするような環境、出会いをつく

るような環境をつくってやらないと。結婚しな

い人の状況を聞いてみると、男性は女性との出

会いの場がなかなか少ないと。女性も恐らくそ

うだと思うんです。県庁あたりでも、上司が若

い子に対して結婚しないのかということは、ま

ず言うことは許されないというような職場環境

になっているといいますか、世の中の環境がそ

うなっています。そこを何とか突破しないと、

誰かが世話をしてくれないと、今、恋愛でやっ

ている人たちは、そういう性格の人たちだから

やれるんだけれども、おとなしい人はなかなか
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そういう出会いがない。そうすると、とうとう

婚期を失って結婚しないというのが現実じゃな

いかなと思うんです。 

 今、いろいろと計画をされているけれども、

何とかそこあたりを破れるような、もっと突っ

込んだ形でやってくれると、少子化は解決する

んじゃないかなと思っています。何とかして結

婚してもらうこと。結婚してもらえば、子供

が２人、３人できるようになると思います。 

 その辺りの方向転換というか、何かいい方法

はないのかと思っているんですけれども、全国、

また世界の中で、そういう取組をやっていると

ころを見つけて、ぜひ参考にして取り組んでい

ただきたいなと思います。そういう要望をして

おきたいと思います。 

○重松委員長  ほかにございませんか。 

○小牧福祉保健部長  委員からの御指摘をいた

だき、各課長から、国への要望であるとか、国

の責務ということを説明しました。当然我々と

しては要望していくという姿勢は変わらないん

ですけれども、だからといって、それを単に待

つということではなくて、県として何ができる

のかということについて、様々な財政上の制限

等ありますが、知恵を出していって、皆様から

思い切った対策だと言われるような施策の打ち

出しができればと考えております。また、そう

いった施策について、積極的に知事とも議論を

して提言できればと思っているところでありま

す。 

 合計特殊出生率の目標についても、大変高い

目標であることは自覚しております。課長から

も、少しでもそこに近づくようにと御説明しま

したけれども、どこまで近づいていくのか、も

っと具体的な視点を持って、しっかりと取り組

んでまいりたいと思います。 

○重松委員長  それでは、以上をもって福祉保

健部を終わります。 

執行部の皆様、お疲れさまでした。 

 暫時休憩いたします。 

   午前11時39分休憩 

───────────────────── 

   午前11時43分再開 

○重松委員長  委員会を再開いたします。 

 ここで4月17日に行われました委員長会議の内

容について、御報告いたします。 

 委員長会議において、お手元に配付の委員長

会議確認事項のとおり、委員会運営に当たって

の留意事項等を確認いたしました。 

 時間の都合もありますので、主な事項につい

てのみ御説明いたします。 

 まず、1ページをお開きください。 

 （５）の閉会中の常任委員会についてであり

ます。 

 定例会と定例会の間に原則として１回以上開

催し、また、必要がある場合には、適宜、委員

会を開催するという内容であります。 

 次に、２ページをお開きください。 

 （７）の執行部への資料請求につきましては、

委員から要求があった場合、委員長が委員会に

諮った後、委員長から要求するという内容です。 

 （８）の常任委員長報告の修正申入れ及び署

名についてであります。 

 本会議で報告する委員長報告について、委員

会でその内容を委員長一任と決定した場合、各

委員が修正等の申入れを行う場合は、委員長へ

直接行うこと、報告の署名は、委員長のみが行

うこととするものであります。 

 （９）のマスコミ取材については、取材は原

則として、採決等委員協議を含めて記者席で行

わせるという内容でありました。委員会は、採
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決等も含め原則公開となっております。 

 次に、３ページをお開きください。 

 （12）の調査等につきましては、ア、県内調

査、イ、県外調査、ウ、国等への陳情と分かれ

ております。 

 県内調査についてでありますが４点ございま

す。１点目は、県民との意見交換を活発に行う

ため、常任委員会の県内調査において、県民と

の意見交換を積極的に行うというものです。 

 ２点目は、調査中の陳情・要望については、

委員会は内部審査機関であり、対外的な権限を

持つものではないため、後日、回答する等の約

束はしないというものであります。 

 ３点目は、委員会による調査でありますので、

単独行動による発着はできる限り避けるという

ものであります。 

 ４点目でありますが、調査先は、原則として

県内の状況把握を目的に選定されるものですが、

県内での調査先の選定が困難であり、かつ県政

の重要課題に関して特に必要がある場合は、日

程及び予算の範囲内で隣県を調査できるという

ものであります。 

 ４ページをお開きください。 

 （15）の委員会におけるパソコン等の使用に

ついてですが、詳細は10ページにありますので、

後ほど御確認ください。 

 （16）のオンライン委員会の運営についてで

すが、詳細は11～14ページにありますので、後

ほど御確認ください。 

 その他の事項につきましても、目を通してい

ただきたいと思います。 

 皆様には、確認事項等に基づき、委員会の運

営が円滑に進むよう御協力をお願いいたします。 

 確認事項について何か御意見はございますか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○重松委員長  それでは、そのようにいたしま

す。 

 次に、今年度の委員会調査など活動計画案に

ついて、お手元に配付の資料のとおりでありま

す。 

 活動計画（案）にありますとおり、県内調査

を５月に、県外調査を７月に実施する予定であ

ります。 

 初めに、県内調査についてでありますが、県

北調査、県南調査、それぞれの行程案を事前に

作成しましたので御覧ください。 

 加えて、お手元に資料として、過去５年分の

厚生常任委員会の調査実施状況と県内調査、調

査先候補の概要も配付しておりますので、併せ

て御覧ください。 

 県内調査につきましては、何か御意見、御要

望ございますか。 

 暫時休憩いたします。 

   午前11時46分休憩 

───────────────────── 

   午前11時47分再開 

○重松委員長  委員会を再開いたします。 

 次に、７月に予定されています県外調査につ

きまして、御意見、御要望はございませんでし

ょうか。 

 暫時休憩いたします。 

   午前11時47分休憩 

───────────────────── 

   午前11時47分再開 

○重松委員長  委員会を再開いたします。 

 特になければ、正副委員長に御一任いただく

ことで御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○重松委員長  それでは、そのようにさせてい

ただきます。 
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 その他、何かありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○重松委員長  何もないようでしたら、本日の

委員会を終了したいと思いますが、よろしいで

しょうか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○重松委員長  それでは、以上をもちまして、

本日の委員会を終わります。 

   午前11時48分閉会 
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